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第 1節 目的等 

 

第 1 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 42 条及び南海トラフ地震に係る地震防

災対策の推進に関する特別措置法（平成 14 年法律第 92 号）第 5条、水防法（昭和 23年法律第 193

号）第 33 条の規定に基づき、高槻市防災会議が定める計画であって、高槻市の地域並びに住民の

生命、身体及び財産を災害から保護するため、市の地域に係る、災害予防、災害応急及び災害復旧

対策に関し、関係機関が処理すべき事務又は大綱を定め、もって防災活動の総合的かつ効果的な実

施を図ることを目的とする。 

 

第 2 災害想定 

この計画の策定に当たっては、本市における地勢、地質、気象等の自然条件に加え、人口、産業

の集中等の社会的条件及び過去において発生した各種災害の経験を勘案し、次のとおり発生し得る

災害を想定した。 

また、複合災害（同時又は連続して 2種以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することに

より、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象）が発生する可能性も考慮するものとする。 

 

1 地震災害 

2 風水害・土砂災害 

3 林野火災・大規模火災 

4 鉄道災害 

5 道路災害 

6 危険物等災害 

7 高層建築物等災害 

8 放射線災害 
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第 2節 防災・減災の基本的方針 

 

防災は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、行政上、最も基本的で重要な施策

の一つである。このことは、我が国の国土が地震、水害や土砂災害などの自然災害が発生しやすい

自然状況下に位置していることに加え、社会・産業の高度化、複雑化、多様化に伴い、危険物等災

害、放射線災害、その他林野火災、高層建築物火災などの災害リスクを抱えている。これらの災害

は、時として人知を超えた猛威を振るい、多くの人命を奪うとともに、市民の財産に甚大な被害を

与える。 

災害の発生を完全に防ぐことは不可能であるが、本市は国、府などの防災関係機関や市民、地域、

事業者やボランティア等との連携を図り、「自らの身は自ら守る」、「自分たちのまちは、自分たち

で守る」という市民一人一人の防災意識を向上させるとともに、その活動を全力でサポートするこ

とで、災害への備えに万全を期し、できる限りその被害を軽減させる必要がある。 

また、本市は、平成 30年 6 月 18 日に発生した大阪府北部を震源とする地震（以下「大阪府北部

地震」という。）が発生し、大阪府内において、観測史上はじめてとなる震度６弱を観測する大きな

揺れにより、市民の尊い命が奪われるとともに、多数の負傷者が発生した。さらに、公共施設をは

じめ多くの建物が被害を受けたほか、水道、電気や都市ガスの供給が停止し、市民生活や事業活動

に多大な影響が生じた。また、平成 30 年台風第 21 号においても、多くの建物被害が生じたほか、

特に山間部において、ライフラインの供給が停止したほか、大規模な風倒木被害により、激甚災害

に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和 37 年法律第 150 号）の適用を受けるなど、

極めて深刻な被害を受けた。 

過去の被災経験を踏まえ、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、今後の防

災・減災対策をより一層推進するとともに、最新の科学的知見に基づく被害想定の見直しや、全国

各地で発生する災害の教訓等を踏まえ、継続して災害対策を強化していく。さらに、令和 2年にお

ける新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対策の徹底や、

避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要が

ある。 

災害予防では、周到かつ円滑な対応が重要となる。災害の規模によっては、施設整備などのハー

ド対策だけでは被害を防ぎきれない場合もあることから、公助としての災害時の情報発信手法の充

実などや、自助・共助としての被害軽減につながる防災活動に対する住民の主体的な参加・連携に

よる地域防災力の向上などのソフト対策を進め、ハード面・ソフト面を適切に組み合わせ、一体的

に災害対策を推進する。 

災害応急では、迅速かつ円滑な対応が重要となる。まず、災害が発生するおそれがある場合は、

気象予警報等の情報伝達をはじめ、災害の危険性の予測などの災害未然防止活動を早期に行う。一

旦被害が発生した際には、正確で詳細な情報収集を行い、被害規模を早期に把握する。そして、収

集した情報を関係機関で共有し、人命の安全確保を最優先に、人材・物資等の災害応急対策に必要

な資源を適切に配分する。 

また、被災者の視点に立ち、年齢、性別、障がいや疾病の有無といった被災者の事情から生じる

多様なニーズに適切に対応できるよう、寄り添った支援に努める。とりわけ、高齢者や障がい者等

の避難行動要支援者に対して、民生委員児童委員や地区福祉委員会、地区コミュニティ組織をはじ

め、市民防災組織やその他関連事業者等と協力して、きめ細やかな支援を実施する。 

復旧・復興では、適切かつ迅速な対応が重要となる。市民の生活に欠かせないライフライン施設

の早期復旧は最優先事項であるとともに、一刻も早い被災者の日常生活の回復や生活再建等に向け

た適切な支援を行えるよう、災害発生前の平常時から検討し、準備に努める。また、復興体制の整
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備、基本方針や復興計画の策定手続き等の明確化を図りつつ、復興期におけるまちづくりについて

も、可能な限り事前に検討し、方針の明示に努める。 

なお、本計画に基づく防災・減災対策の推進に当たっては、平成 27（2015）年に開催された国連

サミットで採択された、国際社会が一丸となって 2030 年までに達成すべき持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：SDGs）の観点を踏まえながら、取り組んでいく。 
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第 3節 高槻市の概況 

 

第 1 自然的条件 

 

1 位置 

本市は、大阪府域の北東端に位置し、南東及び南側は淀川をはさんで枚方市及び寝屋川市、北

東は島本町、北側は京都府亀岡市及び京都市西京区、西側は茨木市及び摂津市に隣接している。 

本市の市街地の中心地の経緯度及び東西、南北の最大距離等は、次のとおりである。 

 

地   名 経 緯 度 最 大 距 離 そ  の  他 

高槻市桃園町 2－1 

高槻市役所（本庁舎） 

東経 135°37′ 

北緯  34°50′ 

東西 10.4km 

南北 22.7km 

大阪から 21.2km 

京都から 21.6km 

 

2 面積 

本市の面積は 105.29 ㎢で、府全体の 5.5%を占めている。 

 

3 地勢 

本市の北部は北摂山地に連なる山並みと丘陵、南部は山間から流れ出る芥川等によって形成さ

れる平野が広がり、淀川が市域の南の境になっている。最高の海抜はポンポン山の 678.7m、最低

の海抜は淀川河川敷の 3.3m と、北高南低の地形となっている。 

市域における河川は、本市の南東及び南側に沿って流れる淀川をはじめ、北から南へ流れる芥

川、女瀬川、檜尾川等の一級河川が 12 河川、また、新川等の準用河川が 5河川ある。 

 

4 地質 

北部の山岳地帯は、そのほとんどが固結した古生代の堆積物である丹波層群からなり、その南

に位置する丘陵地は、新第三紀鮮新世末期から第四紀洪積世前期の堆積物である大阪層群によっ

て構成され、富田台地は洪積世後期の富田れき層におおわれている。市域南部の淀川低地はその

全域が沖積層である。 

 

5 気象 

令和 3年における本市の年間平均気温は、摂氏 16.8 度前後である。年間平均風速は 2.3m で年

間を通じ異常気象時以外はあまり大差がない。年間雨量は、異常気象の有無により各年毎に異な

るが、ここ 5年間（平成 29 年～令和 3年）の年間平均雨量は 1,298 ミリである。 
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第 2 社会的条件 

 

1 人口 

令和 5年 3月末の高槻市の人口は 34 万 8,020 人（164,494 世帯）である。 

高槻市制施行時の昭和 18 年の人口は 3万 1,615 人であった。昭和 30年代後半から高度成長に

伴う、ベッドタウン化が進み昭和 38 年に人口 10万人を超えた。 

その後、北部丘陵地の大規模開発が行われ人口急増期を迎えた。人口が 10 万人を超えてから、

わずか 6 年後の昭和 44 年に 20 万人を、さらに 4 年後昭和 48 年には 30 万人を突破するという、

全国でも有数の人口急増都市であった。 

このような人口急増も、昭和 46 年の対前年増加率 13.8%をピークにかげりを見せはじめ、昭和

50 年代に入ると微増状態で推移した。平成元年には、36 万人に達したが、その後、平成 7 年を

ピークに微減状態となり、平成 12年には 36 万人を、令和 3年には 35 万人を下回った。 

 

2 都市構造 

昭和 30 年代前半、人口増加対策の一環として本市は工場誘致を行ったが、その後、京阪神を

控えた住宅都市としての傾向を強く示し始めた。現在では名神高速道路以南から新幹線以北の市

街地は、全域的に木造建築物が多く、建ぺい率が高い人口の密集した地域となっている。 

 

3 土地利用の状況 〔資料編 資 101 頁〕 

高槻市の全域が都市計画区域であり、全般 105.29 ㎢のうち市街化区域が約 33.44 ㎢であり、

残り約 71.85 ㎢が市街化調整区域である。 

土地利用の面からみると、市域の約 51%を原野、山林が占める。 
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第 4節 防災関係機関の業務大綱 

市及び防災関係機関は、災害の未然防止と被害の軽減を図るため、相互に連携・協力し、次に掲

げる事務又は業務を総合的かつ計画的に実施し、災害に対する危機管理機能の向上に努める。 

 

 

第 1 防災関係機関の業務 

 

1 高槻市 

□全部局共通項目 

＜災害予防対策＞ 

【各種災害共通】 

●緊急通行車両の事前届出に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●対策部（Ｇ）の運営・庶務（電話対応含む）に関すること 

●所管施設の臨時休館等の案内に関すること 

●通常業務の調整や中止の案内に関すること 

●職員の安否確認に関すること 

●所管施設の被害状況の調査及び緊急措置（公共土木施設等除く）に関すること 

●所管施設の復旧（公共土木施設等除く）に関すること 

【風水害・土砂災害】 

●所管施設（浸水想定区域内）の重要物品や公用車等の移動に関すること 

●所管施設（浸水想定区域内）の閉鎖や職員の退避等に関すること 

●広域避難対応（大規模水害・土砂災害）時における他対策部の応援に関すること 

 

□本部事務局 統括Ｇ（危機管理室、総務部法務ガバナンス室・総務課・契約検査課、総合戦

略部市長室・広報室・財務管理室） 

＜災害予防対策＞ 

●市の防災対策の総合調整に関すること 

●気象予警報、災害情報の収集・伝達に関すること 

●市民防災組織の育成・支援に関すること 

●庁舎等の防災対策に関すること 

●防災資機材の備蓄、整備に関すること 

●防災に係る教育・訓練に関すること 

●災害対策の予算及び財政計画に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●防災行政無線の統括に関すること 

●市域の災害に関する情報の収集、伝達に関すること 

●避難情報の発令、解除に関すること 

●警戒区域の設定に関すること 

●災害応急対策全般の調整に関すること 
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●各対策部との連絡調整に関すること 

●災害対策本部（災害警戒本部）の設置、廃止及び災害対策本部会議（災害警戒本部会

議）の開催に関すること 

●災害救助法の適用手続に関すること 

●復興事業の企画調整に関すること 

●大阪府との連絡調整に関すること 

●防災関係機関との連絡調整に関すること 

●自衛隊との連絡調整に関すること 

●所管にかかる協定締結企業等との連絡調整に関すること 

●関係機関の応接、視察対応に関すること 

●災害対策部室の統括に関すること 

●災害弔慰金の支給に関すること 

●災害障害見舞金の支給に関すること 

●災害見舞金等の支給に関すること 

●災害援護資金の貸付に関すること 

●被災者生活再建支援金の受付、進達に関すること 

●報道機関との連絡調整に関すること 

●災害の記録に関すること 

●災害広報の実施及び総括に関すること 

●報道情報の収集に関すること 

●防災拠点の総合調整に関すること 

【風水害・土砂災害】 

●広域避難対応（大規模水害・土砂災害）時における実施調整に関すること 

【大規模火災】 

●火災警報の発令に関すること 

 

□本部事務局 機動Ｇ（会計課、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局） 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●各種緊急対応に関すること 

●広報車両による災害広報に関すること 

 

□本部事務局 職員配備Ｇ（総務部人事企画室） 

＜災害予防対策＞ 

●職員の安否確認全般に関すること 

●職員の食料確保に関すること 

●職員の受援体制の整備に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●職員配備の連絡調整及び掌握に関すること 

●職員の人事管理に関すること 

●職員の食料の調達・配給に関すること 

●職員の被災状況の調査に関すること 

●他自治体等からの職員の受援に関すること 
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【風水害・土砂災害】 

●広域避難対応（大規模水害・土砂災害）時における避難者バス輸送体制（人員確保）

に関すること 

 

□本部事務局 方面Ｇ（総合戦略部みらい創生室・アセットマネジメント推進室、方面隊・第

２方面隊） 

＜災害予防対策＞ 

●方面隊員との連絡体制の構築に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●方面部各地域における被害状況の情報収集に関すること 

●指定避難所の開設、誘導に関すること 

●指定避難所外の避難者の把握及び対応に関すること 

●避難所運営（方面隊・第２方面隊）に関すること 

●避難者名簿の作成及びとりまとめに関すること 

 

□本部事務局 ＩＣＴ基盤維持・復旧Ｇ（総合戦略部ＤＸ戦略室） 

＜災害予防対策＞ 

●全庁利用型ＩＣＴ基盤等の防災対策に関すること 

●罹災証明書等の入力体制に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●全庁利用型ＩＣＴ基盤の維持・復旧に関すること 

●防災に関連する情報システムやＤＸ利活用に係る各対策部の支援に関すること 

●罹災証明書等の入力等の支援に関すること 

 

□復旧部 （都市創造部都市づくり推進課・審査指導課・住宅課・建築課・管理課・道路課・

公園課・下水河川企画課・下水河川事業課、街にぎわい部農林緑政課） 

＜災害予防対策＞ 

●建築物等の防災指導等に関すること 

●建設型応急住宅の候補地に関すること 

●所管施設の防災対策に関すること 

●下水道施設の耐震化に関すること 

●浸水予防対策に関すること 

●ため池防災に関すること 

●避難地や避難路の緑化等の整備に関すること 

●応急危険度判定体制の整備に関すること 

●宅地防災パトロールに関すること 

●山地災害危険地区の把握に関すること 

●治山事業の推進に関すること 

●治水事業の促進に関すること 

●土地改良事業に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 
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●道路施設の被害状況の調査及び道路障害物の除去等の緊急措置に関すること 

●河川、水路、ため池施設の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●下水道施設の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●市営住宅の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●農道、林道の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●公園施設の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●雨水ポンプ場、排水機場、雨水取口等の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●道路施設の復旧に関すること 

●河川、水路、ため池施設の復旧に関すること 

●下水道施設の復旧に関すること 

●市営住宅の復旧に関すること 

●農道、林道の復旧に関すること 

●公園施設の復旧に関すること 

●雨水ポンプ場、排水機場、雨水取口等の復旧に関すること 

●建設型応急住宅及び賃貸型応急住宅に関すること 

●公共住宅への一時入居措置に関すること 

●住宅に関する相談窓口の設置・運営に関すること 

●被災住宅の応急修理に関すること 

●住居障害物の除去に関すること 

●緊急交通路の確保に関すること 

●住宅復興計画の策定・推進に関すること 

●復興都市計画の策定・推進に関すること 

●被災建築物応急危険度判定に関すること 

●被災宅地危険度判定に関すること 

●公共建築物の応急危険度判定に関すること 

●被災公共建築物の設計・施工管理に関すること 

●農産物被害等の調査に関すること 

●農産物等の伝染病予防に関すること 

●宅地・建築物等の被害状況の確認及び相談に関すること 

●宅地・建築物等に関する関係機関との調整に関すること 

【風水害・土砂災害】 

●浸水被害対策に関すること 

●土砂災害の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●道路等の通行止め措置に関すること 

●水防活動に関すること 

【大規模火災】 

●消火用水の運搬支援に関すること 

 

□市民生活対策部 （市民生活環境部コミュニティ推進室・公民館・図書館・文化スポーツ推

進課・人権･男女共同参画課・市民生活相談課・市民課・斎園課・環境政

策課・資源循環推進課・清掃業務課・エネルギーセンター） 

＜災害予防対策＞ 

●所管施設の防災対策に関すること 

●防災資機材の備蓄、整備に関すること 
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●市民防災組織との連携に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●災害廃棄物の受付、収集及び処理に関すること 

●遺体安置所の設営、管理に関すること 

●遺体の処置及び埋葬に関すること 

●消毒等の実施に関すること 

●災害用トイレの設置、し尿の収集及び処理に関すること 

●災害ごみ仮置き場の開設・運営に関すること 

●コミュニティ組織との連絡調整に関すること 

●コミュニティ組織に関する応急対応に関すること 

●住民の災害についての相談及び苦情受付に関すること 

●被災者支援窓口（センター）の設置・運営に関すること 

●被災者のための専門相談に関すること 

●防災拠点（所管施設）の開設に関すること 

 

□物資支援対策部 （街にぎわい部産業振興課・観光シティセールス課・文化財課・歴史にぎ

わい推進課・将棋のまち推進課、農業委員会事務局） 

＜災害予防対策＞ 

●所管施設の防災対策に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●備蓄物資及び救援物資等の在庫管理に関すること 

●協定による救援物資等の調達に関すること 

●救援物資等の受入れ及び仕分けに関すること 

●備蓄物資及び救援物資等の避難所への配送に関すること 

●備蓄物資及び救援物資等に係る避難者のニーズ把握に関すること 

●商工被害等の調査に関すること 

●商工業者に対する災害関係融資に関すること 

●文化財の被災状況の調査及び応急復旧に関すること 

 

□被害調査部 （総務部税制課・市民税課・資産税課・収納課） 

＜災害予防対策＞ 

●罹災証明書等の体制に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●罹災証明書等の受付・発行に関すること 

●罹災証明書等に係る被害認定調査に関すること 

●罹災証明書等の入力等に関すること 

●罹災証明書等の発行履歴情報の管理に関すること 

【大規模火災】 

●火災状況の調査及びその受付の支援に関すること 

●火災に関する証明の入力、発行の支援に関すること 
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□民生・要配慮者対策部 （健康福祉部地域共生社会推進室・福祉指導課・長寿介護課・生活

福祉総務課・生活福祉支援課・福祉相談支援課・障がい福祉課） 

＜災害予防対策＞ 

●所管施設の防災対策に関すること 

●所管施設の入所者の避難計画に関すること 

●避難行動要支援者の把握と避難誘導体制の整備に関すること 

●要配慮者利用施設の把握と避難確保計画の作成に関すること 

●二次避難所（福祉避難所）の体制確保に関すること 

●ボランティア活動の環境整備に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●避難行動要支援者の安否確認、避難支援に関すること 

●避難行動要支援者の被災状況及び福祉ニーズ等の把握、情報の提供等に関すること 

●二次避難所（福祉避難所）の開設に関すること 

●福祉サービスの継続的提供及び社会福祉施設等への緊急一次入所等に関すること 

●要配慮者利用施設への情報伝達に関すること 

●関係施設（所管事業所等）の被害状況の調査に関すること 

●災害ボランティアセンターの開設・運営に関すること 

●義援金の受付及び配分に関すること 

●福祉的な支援が必要な人に対する避難所における生活環境の調整に関すること 

●福祉的な支援が必要な人に対する生活再建支援に関すること 

 

□医療対策部 （健康福祉部国民健康保険課・健康医療政策課・保健衛生課・保健予防課・健

康づくり推進課、子ども未来部子ども保健課） 

＜災害予防対策＞ 

●所管施設の防災対策に関すること 

●医療体制の整備計画に関すること 

●要配慮者利用施設の把握と避難確保計画の作成に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●救護対策本部（医師会等）との連絡調整に関すること 

●医療救護活動の統括に関すること 

●医療機関の被災状況の確認に関すること 

●救護所の設置・運営に関すること 

●医薬品等の確保・供給に関すること 

●要配慮者利用施設への情報伝達に関すること 

●被災者の健康維持に関すること 

●公衆浴場情報の提供に関すること 

●傷病者等の収容の要請、状況に応じた搬送手段の確保に関すること 

●病院情報の提供に関すること 

●食品衛生・環境衛生の監視に関すること 

●感染症対策等の防疫活動に関すること 

●動物の保護等に関すること 

●災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）等の要請・受入れに関すること 
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●医療ボランティアの受入れに関すること 

 

□輸送部 （交通部総務企画課・運輸課） 

＜災害予防対策＞ 

●所管施設の防災対策に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●避難者や被災者及び備蓄物資や救援物資等の輸送に関すること 

【風水害土砂災害】 

●広域避難対応（大規模水害・土砂災害）時における避難者バス輸送体制（運行計画）

に関すること 

 

□給水部 (水道部総務企画課・給水収納課・管路整備課・浄水管理センター) 

＜災害予防対策＞ 

●所管施設の防災計画に関すること 

●水道施設の耐震化に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●給水部災害時コールセンターの設置・運営に関すること 

●応急給水計画の作成及び実施に関すること 

●水質検査等に関すること 

●水道に係る広報に関すること 

●応急給水活動に関すること 

●水道施設の被害状況の調査及び緊急措置に関すること 

●水道施設の復旧に関すること 

●応急給水活動等に係る広域応援の要請・受入れに関すること 

【大規模火災】 

●消火用水の確保支援に関すること 

 

□消火・救助部 （消防本部消防総務課・予防課・警防課・救急課・指令調査室・中消防署・

北消防署） 

＜災害予防対策＞ 

●防災教育及び消防訓練に関すること 

●消防資機材等の点検及び整備に関すること 

●災害時用臨時ヘリポート及びランデブーポイントの選定に関すること 

●消防団及び市民防災組織との連携、指導に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●危険物等の防災措置に関すること 

●広域応援に関すること 

●火災の消火及び救急業務に関すること 

●倒壊家屋等からの救助に関すること 

●消防団との連絡調整に関すること 

●避難誘導に関すること 
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●行方不明者の捜索の協力に関すること 

●市民防災組織との連携に関すること 

【風水害・土砂災害】 

●水防に関すること 

【大規模火災】 

●火災警報の発令に関すること 

●警戒区域（火災警戒区域）の設定に関すること 

●大阪市消防ヘリの要請に関すること 

●飛び火警戒に関すること 

●火災状況の調査及びその受付に関すること 

●火災に関する証明の入力、発行に関すること 

 

□教育・子ども対策部 （教育委員会事務局教育政策課・教育総務課・学校安全課・保健給食

課・教育指導課・教職員課・教育センター、子ども未来部子ども育

成課・保育幼稚園総務課・保育幼稚園事業課・保育幼稚園指導課・

子育て総合支援センター・青少年課） 

＜災害予防対策＞ 

●学校園の防災計画に関すること 

●防災教育に関すること 

●学校園での防災訓練に関すること 

●所管施設の防災対策に関すること 

●要配慮者利用施設の把握と避難確保計画の作成に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●指定避難所開設等に対する協力に関すること 

●学用品等の支給に関すること 

●大阪府教育委員会等との連絡調整に関すること 

●被災児童生徒の就学援助及び就学事務に関すること 

●小・中学校の児童生徒の安全確保に関すること 

●小・中学校の児童生徒の健康管理に関すること 

●小・中学校の児童生徒の応急給食に関すること 

●保育所・幼稚園・認定こども園の園児の安全の確保に関すること 

●要配慮者利用施設への情報伝達に関すること 

 

□市議会事務局 （議会事務局） 

＜災害予防対策＞ 

●市議会との情報共有体制に関すること 

＜災害応急・復旧対策＞ 

【各種災害共通】 

●市議会議員の安否確認、情報共有及び窓口対応に関すること 

 

2 大阪府 

●市町村等防災関係機関との調整に関すること 
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●消火活動に係る広域応援に関すること 

●救助・救急活動に関すること 

●防災拠点の管理・運営に関すること 

●被害情報の収集・伝達に関すること 

●報道機関との放送協定に基づく緊急放送に関すること 

●災害救助法に関すること 

●被災者生活再建支援法に関すること 

●救助物資等の緊急輸送に関すること 

●義援物資に関すること 

●緊急調査員の編成に関すること 

●国・市町村との連絡に関すること 

●自衛隊との連絡、調整に関すること 

●他府県との相互応援に関すること 

●緊急時環境放射線モニタリングに関すること 

●国に対する緊急要望に関すること 

●復興に係る府政の総合企画及び調整に関すること 

●報道機関との連絡に関すること 

●災害時における他部局及び市町村の応援に関すること 

●被災市町村の行財政の指導、資金措置に関すること 

●災害時の緊急物資・資機材の調達に関すること 

●災害対策関係予算その他財務に関すること 

●府税の減免に関すること 

●災害広報に関すること 

●府民からの相談に関すること 

●物価の監視・安定に関すること 

●海外からの支援団の活動支援に関すること 

●外国政府関係機関等との連絡調整に関すること 

●府民への義援金に関すること 

●医療救護班の活動に関すること 

●監察医業務に関すること 

●救急医療体制の充実に関すること 

●救急医療情報センターの情報把握に関すること 

●災害時における保健衛生に関すること 

●防疫に関すること 

●災害時の遺体対策に係る火葬計画に関すること 

●粉乳の調達に関すること 

●食品衛生の監視及び感染症対策に関すること 

●水道施設の被害状況の把握に関すること 

●水道の広域応援の要請に関すること 

●飲料水の摂取制限等に関すること 

●水道施設の災害復旧事業計画に係る指導に関すること 

●災害時の緊急物資（生活必需品）の調達、あっせんに関すること 

●災害復旧時の復旧用資材の調達、あっせんに関すること 

●災害による離職者に対する就職あっせん及びその要請に関すること 
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●被災事業者に対する雇用維持の要請に関すること 

●林野火災対策に関すること 

●復旧対策用木材の調達、あっせんに関すること 

●ため池防災に関すること 

●農作物及び家畜の防疫等に関すること 

●動物の保護等に関すること 

●応急救助用食料の確保、調達に関すること 

●農林災害復旧補償に関すること 

●被災農林、漁業者に対する災害融資に関すること 

●廃棄物の処理に関すること 

●飲食物の摂取制限等に関すること 

●水防に関すること 

●道路交通の確保に関すること 

●公共土木施設等の二次災害の防止に関すること 

●斜面判定制度に関すること 

●災害復旧事業に関すること 

●災害復旧事業に係わる市町村指導に関すること 

●建築資材の調達協定に関すること 

●応急仮設住宅に関すること 

●応急修理に関すること 

●住宅金融支援機構等との連絡に関すること 

●建築物の二次災害の防止に関すること 

●宅地の二次災害の防止に関すること 

●住宅相談に関すること 

●大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別措置法に関すること 

●公営住宅復旧計画に関すること 

●住宅復興計画の策定・推進に関すること 

●被災住宅に対する災害特別融資に関すること 

●救援船舶の受入れ、救援物資の海上輸送の協力に関すること 

●海務関係官庁との連絡調整に関すること 

●児童及び生徒の避難に関すること 

●被災児童及び生徒の就学援助に関すること 

●被災児童及び生徒の救護に関すること 

●指定避難所の開設等に対する協力に関すること 

●文化財応急対策に関すること 

●府直轄公共土木施設の防災対策に関すること 

●水防活動及び気象予警報等の伝達に関すること 

●災害予防対策、災害応急対策等に関する市及び関係機関との連絡調整に関すること 

●府直轄の流域下水道施設の防災対策に関すること 

●用水路、ため池の防災対策に関すること 

 

3 大阪府高槻警察署 

●災害情報の収集、伝達及び被害実態の把握に関すること 
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●被災者の救出、救助及び避難指示に関すること 

●交通規制・管制に関すること 

●広域応援等の要請・受入れに関すること 

●遺体の検視（死体調査）等の措置に関すること 

●犯罪の予防、取締り、その他治安の維持に関すること 

 

4 関西広域連合 

●大規模広域災害時の広域的な応援・受援の調整に関すること 

●大規模広域災害時における構成府県、連携県及び国・関係機関等との災害情報の共有及び情

報の発信に関すること 

●大規模広域災害時の広域的対応指針の提示に関すること 

 

5 指定地方行政機関 

(1) 近畿地方整備局 

●緊急物資及び人員輸送活動に関すること 

●災害時における技術者、防災ヘリ、各災害対策車両等による支援に関すること 

(2) 近畿地方整備局 淀川河川事務所 

●指定河川の洪水予報及び水防警報の発表及び伝達に関すること 

●直轄公共土木施設の応急点検体制の整備に関すること 

●直轄公共土木施設の二次災害の防止に関すること 

●直轄公共土木施設の復旧に関すること 

(3) 近畿地方整備局 大阪国道事務所高槻維持出張所 

●直轄公共土木施設の応急点検体制の整備に関すること 

●災害時の道路通行禁止と制限及び道路交通の確保に関すること 

●直轄公共土木施設の二次災害の防止に関すること 

●直轄公共土木施設の復旧に関すること 

(4) 近畿運輸局 

●災害時における所管事業に関する情報の収集及び伝達に関すること 

●災害時における旅客輸送確保に係る代替輸送・迂回輸送等実施のための調整に関すること 

●災害時における貨物輸送確保に係る貨物運送事業者に対する協力要請に関すること 

●特に必要があると認める場合の輸送命令に関すること 

●災害時における交通機関利用者への情報の提供に関すること 

(5) 大阪管区気象台 

●災害に係る気象、地象、水象等に関する情報、予報、警報の発表及び伝達に関すること 

●災害の発生が予想されるときや、災害発生時において、府や市町村に対して気象状況の推

移やその予想の解説等に関すること 

(6) 近畿総合通信局 

●災害時における電気通信の確保に関すること 

●非常通信の統制、管理に関すること 

●災害地域における電気通信施設の被害状況の把握に関すること 

●災害対策用移動通信機器等の貸出しに関すること 
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6 自衛隊（陸上自衛隊第 3師団、第 36普通科連隊） 

●災害派遣に関すること 

●緊急時環境放射線モニタリングの支援に関すること 

 

7 指定公共機関及び指定地方公共機関 

(1) 西日本旅客鉄道株式会社（高槻駅） 

●輸送施設の整備等安全輸送の確保に関すること 

●災害時における緊急輸送体制の整備に関すること 

●災害時における鉄道車両等による救援物資、避難者等の緊急輸送に関すること 

●災害時における鉄道通信施設の利用に関すること 

●被災鉄道施設の復旧事業の推進に関すること 

(2) 阪急電鉄株式会社（高槻市駅） 

●輸送施設の整備等安全輸送の確保に関すること 

●災害時における緊急輸送体制の整備に関すること 

●災害時における鉄道通信施設の利用に関すること 

●被災鉄道施設の復旧事業の推進に関すること 

(3) 西日本電信電話株式会社（関西支店）、株式会社ＮＴＴドコモ（関西支社）（以下「西日本

電信電話株式会社等」という。） 

●応急復旧用通信施設の整備に関すること 

●津波警報、気象警報の伝達に関すること 

●災害時における重要通信確保に関すること 

●災害関係電報、電話料金の減免に関すること 

●被災電気通信設備の災害復旧事業の推進に関すること 

●「災害用伝言ダイヤル」の提供に関すること 

(4) 日本赤十字社（大阪府支部） 

●被災者等へのこころのケア活動の実施に関すること 

●災害救護用医薬品並びに血液製剤等の供給に関すること 

●災害時における医療助産等救護活動の実施に関すること 

●義援金品の募集、配分等の協力に関すること 

●避難所奉仕、ボランティアの受入れ・活動の調整に関すること 

(5) 日本放送協会（大阪放送局） 

●気象予警報等の放送周知に関すること 

●指定避難所等への受信機の貸与に関すること 

●社会奉仕事業団等による義援金品の募集・配分等の協力に関すること 

●災害時における広報に関すること 

●災害時における放送の確保に関すること 

●災害時における安否情報の提供に関すること 

(6) 西日本高速道路株式会社（関西支社） 

●道路施設の応急点検体制の整備に関すること 

●災害時における交通規制及び輸送の確保に関すること 

●被災道路の復旧事業の推進に関すること 

(7) 関西電力送配電株式会社（大阪北本部 高槻配電営業所） 

●災害時における電力の供給確保体制の整備に関すること 
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●災害時における電力の供給確保に関すること 

●被災電力施設の復旧事業の推進に関すること 

(8) 大阪ガスネットワーク株式会社（北東部事業部） 

●災害時におけるガスによる二次災害防止に関すること 

●災害時におけるガスの供給確保に関すること 

●被災ガス施設の復旧事業の推進に関すること 

(9) ＫＤＤＩ株式会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社 

●津波警報、気象警報の伝達に関すること 

●災害時における重要通信確保に関すること 

●災害関係電報・電話料金の減免に関すること 

●被災電気通信設備の災害復旧事業の推進に関すること 

●「災害用伝言板サービス」の提供に関すること 

(10) 神安土地改良区及びその他の土地改良区 

●農地及び農林業用施設の被害調査に関すること 

●湛水防除活動に関すること 

●被災農地、農林業用施設の復旧事業の推進に関すること 

(11) 淀川右岸水防事務組合 

●水防活動の実施に関すること 

(12) 日本郵便株式会社近畿支社（高槻郵便局・高槻北郵便局） 

●災害時における郵便業務及び窓口業務の確保に関すること  

●災害時における郵政事業に係る災害特別事務取扱い及び援護対策に関すること 

●災害時に備えた郵便物の運送施設及び集配施設の整備に関すること 

 

8 団体及び重要施設等の管理者 

(1) 一般社団法人 高槻市医師会 

●災害時における医療救護の活動に関すること 

●負傷者に対する医療活動に関すること 

(2) 一般社団法人 高槻市歯科医師会 

●災害時における医療救護の活動に関すること 

●被災者に対する歯科保健医療活動に関すること 

(3) 一般社団法人 高槻市薬剤師会 

●災害時における医療救護の活動に関すること 

●医薬品等の確保及び供給に関すること 

(4) 高槻市コミュニティ市民会議 

●各地区コミュニティ組織（地区防災会）への連絡調整に関すること 

●各地区コミュニティ組織（地区防災会）が実施する防災活動の支援､協力、調整等に関する

こと 

●平常時の防災予防活動、防災訓練、地区防災計画の策定等に関すること 

(5) 高槻市赤十字奉仕団 

●災害時における救護、看護奉仕に関すること 

●災害時における炊き出し奉仕に関すること 

●災害時における被災者救援に関すること 

(6) 社会福祉法人 高槻市社会福祉協議会 
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●災害時におけるボランティア活動に関すること 

●災害時における生活救護、福祉の住民相談に関すること 

(7) 公益財団法人 高槻市都市交流協会 

●所掌事務及びそれにかかる防災対策の実施に関すること 

(8) 社会福祉法人 高槻市社会福祉事業団 

●所掌事務及びそれにかかる防災対策の実施に関すること 

(9) 公益財団法人 高槻市文化スポーツ振興事業団 

●所掌事務及びそれにかかる防災対策の実施に関すること 

(10) その他、公共的団体及び防災上必要な施設の管理者 

●それぞれの所掌事務及びそれにかかる防災対策の実施に関すること 

(11) 一般社団法人大阪府トラック協会 河北支部 東三島輸送協議会 

●緊急輸送体制の整備に関すること 

●災害時における緊急物資輸送の協力に関すること 

●復旧資機材等の輸送協力に関すること 

 

9 原子力事業者 

●特定事象（原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第 10条第 1項前段の規定

により通報を行うべき事象）及び原子力緊急事態時の情報の収集、連絡体制の整備に関する

こと 

●緊急事態応急対策拠点施設（以下「オフサイトセンター」という。）への資料の提出に関する

こと 

●災害情報の収集伝達及び通報連絡に関すること 

●原子力緊急事態応急対策（原子力災害合同対策協議会への参加を含む。）の実施に関すること 

●緊急時環境放射線モニタリングへの協力に関すること 

●緊急時医療活動への協力に関すること 

 



第 1編 総 則 

第 1章 総 則 
第 5節 住民、事業者の基本的責務 

 総 22 

第 5節 住民、事業者の基本的責務 

 

災害による被害を最小限にとどめるためには、公助に加え、自分の命は自分で守る「自助」と、

共に助け合い自分たちの地域を守る「共助」による防災活動を推進し、社会全体で防災意識を醸成

させていくことが重要である。 

住民及び事業者は、自助、共助の理念のもと、平常時から災害に対する備えを進めるとともに、

多様な機関と連携・協力して様々な防災活動に取り組み、地域防災力の向上に努める。 

 

第 1 住民の基本的責務 

住民は、自助、共助の理念のもと、平常時から災害に対する備えを心がけるとともに、災害時に

は自らの安全を守るように行動し、防災関係機関及び地域が行う防災活動との連携・協力に努める。 

 

1 災害等の知識の習得 

(1) 防災訓練や防災講習等への参加 

(2) 地域の地形、危険場所等の確認 

(3) 過去の災害から得られた教訓の伝承 
 

2 災害への備え 

(1) 家屋等の耐震化・適正管理、家具等の転倒・落下防止 

(2) 避難場所、避難経路の確認 

(3) 家族との安否確認方法の確認 

(4) 最低 3日分、できれば 1週間分の生活必需品等の備蓄 

(5) 災害時に必要な情報の入手方法の確認 
 

3 地域防災活動への協力等 

(1) 地域の防災活動等への積極的な参加 

(2) 初期消火、救出救護活動への協力 

(3) 避難行動要支援者への支援 

(4) 地域住民による避難所の自主的運営 

(5) 国、府、市町村が実施する防災・減災対策への協力 

 

第 2 事業者の基本的責務 

事業者は、自助、共助の理念のもと、災害時に果たす役割を十分に認識し、各事業者において、

災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、企業防災を推進するととも

に、地域の防災活動等に協力・参画するよう努める。また、災害応急対策若しくは災害復旧に必要

な物資、資材若しくは役務の供給又は提供を業とする者は、災害時においてもこれらの事業活動を

継続的に実施するとともに、当該事業活動に関し、市が実施する防災に関する施策に協力するよう

努める。特に、市の「公の施設」を管理する指定管理者については、管理施設の安全管理や利用者

の安全確保等のほか、「公の施設」の管理者であることを鑑み、市が実施する災害対応にも積極的に

協力するものとする。 
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1 災害等の知識の習得 

(1) 従業員に対する防災教育、防災訓練の実施 

(2) 地域の地形、危険場所等の確認 

 

2 災害への備え 

(1) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や非常時マニュアル等の整備 

(2) 事業所等の耐震化・適正管理、設備等の転倒・落下防止 

(3) 避難場所、避難経路の確認 

(4) 従業員及び利用者等の安全確保 

(5) 従業員の安否確認方法の確認 

(6) 最低 3日分の生活必需品等の備蓄 

 

3 出勤及び帰宅困難者への対応 

(1) 発災時のむやみな移動開始の抑制 

(2) 出勤及び帰宅困難者の一時的な受入れへの協力 

(3) 外部の帰宅困難者用の生活必需品等の備蓄 

(4) 災害時に必要な情報の入手・伝達方法の確認 

 

4 地域防災活動への協力等 

(1) 地域の防災活動等への積極的な協力・参画 

(2) 初期消火、救出救護活動への協力 

(3) 国、府、市町村が実施する防災・減災対策への協力 

 

第 3 ＮＰＯ・ボランティア等多様な機関との連携 

住民及び事業者は、ＮＰＯ・ボランティア等多様な機関と連携・協力して、防災訓練や防災講習

等を実施することで、災害時の支援体制を構築し、地域防災の担い手を確保するとともに、避難行

動要支援者の安否確認や自主的な避難所運営等の災害対応を円滑に行えるよう努める。 

なお、ボランティア活動はその自主性に基づくことから、府、市、市民、他の支援団体と連携・

協働して活動できる環境の整備が必要である。 
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第 6節 計画の修正 

 

高槻市防災会議は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、本計画に毎年検討を加え、必要が

あると認めるときは修正を行う。また、男女共同参画の視点から女性委員の割合を高めることや、

高齢者や障がい者、ボランティア団体等、多様な主体の参画促進に努める。 

なお、市、府及び指定公共機関は、防災計画間の必要な調整、国から府に対する助言等又は府か

ら市に対する助言等を通じて、本計画が体系的かつ有機的に整合性をもって作成され、効果的・効

率的な防災対策が実施されるよう努める。 

 

 

〔注記〕 

本計画における用語について 

住民・・・・・・・・市域に住所を有する者、他市町村から市の地域に通学・通勤する者及び

災害時に市の地域に滞在する者等を含める。 

要配慮者・・・・・・高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、児童、傷病者、外国人など、特に

配慮を要する者をいう。 

避難行動要支援者・・要配慮者のうち、自ら避難することが困難な者であってその円滑かつ迅

速な避難の確保を図るため特に支援を要する者をいう。災害時要援護者

と同義。 

要配慮者利用施設・・社会福祉施設、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利

用する施設をいう。 

関西広域連合・・・・滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島 

県、京都市、大阪市、堺市及び神戸市をもって組織する広域連合（地方

自治法の規定に基づいて設立した特別地方公共団体）をいう。 

自衛隊・・・・・・・陸上、海上、航空自衛隊をいうが、市域は陸上自衛隊第 3師団の警備区

域として大阪府を担当しており、災害派遣を行った場合は第 3師団長が

災害派遣実施部隊長となる。 

ライフライン・・・・水道、工業用水道、下水道、電力、ガス、電気通信、廃棄物処理の事業

をいう。 

災害時・・・・・・・災害が発生し、又は発生するおそれがある場合をいう。 

 

 


